
【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 109,518,670   固定負債 56,085,323

    有形固定資産 105,614,714     地方債等 38,276,970

      事業用資産 38,018,942     長期未払金 -

        土地 18,719,174     退職手当引当金 3,390,151

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 7,396     その他 14,418,202

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 5,533,035

        建物 54,155,304     １年内償還予定地方債等 4,281,259

        建物減価償却累計額 -35,885,185     未払金 588,601

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,458,704     前受金 20,510

        工作物減価償却累計額 -450,598     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 373,234

        船舶 -     預り金 269,431

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 61,618,358

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 110,721,777

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -55,668,242

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 14,148

      インフラ資産 67,381,683

        土地 6,370,438

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,659,078

        建物減価償却累計額 -711,664

        建物減損損失累計額 -

        工作物 106,167,714

        工作物減価償却累計額 -47,836,320

        工作物減損損失累計額 -

        その他 4,248,134

        その他減価償却累計額 -3,136,865

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 621,168

      物品 862,346

      物品減価償却累計額 -648,256

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,764,322

      ソフトウェア 23,996

      その他 1,740,326

    投資その他の資産 2,139,634

      投資及び出資金 50,983

        有価証券 -

        出資金 50,983

        その他 -

      長期延滞債権 3,510,070

      長期貸付金 13,492

      基金 849,809

        減債基金 -

        その他 849,809

      その他 900,000

      徴収不能引当金 -3,184,719

  流動資産 7,153,224

    現金預金 5,191,310

    未収金 791,413

    短期貸付金 -

    基金 1,203,107

      財政調整基金 1,022,049

      減債基金 181,059

    棚卸資産 6,345

    その他 126,800

    徴収不能引当金 -165,751

  繰延資産 - 純資産合計 55,053,536

資産合計 116,671,894 負債及び純資産合計 116,671,894

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 35,777,952

    業務費用 15,429,278

      人件費 5,786,438

        職員給与費 4,707,113

        賞与等引当金繰入額 368,072

        退職手当引当金繰入額 298,644

        その他 412,609

      物件費等 8,325,293

        物件費 3,833,650

        維持補修費 227,724

        減価償却費 3,650,371

        その他 613,548

      その他の業務費用 1,317,546

        支払利息 599,157

        徴収不能引当金繰入額 121,096

        その他 597,293

    移転費用 20,348,674

      補助金等 6,479,061

      社会保障給付 13,745,828

      その他 112,881

  経常収益 7,768,961

    使用料及び手数料 3,426,774

    その他 4,342,187

純経常行政コスト 28,008,991

  臨時損失 91,115

    災害復旧事業費 90,908

    資産除売却損 0

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 207

  臨時利益 13,529

    資産売却益 10,042

    その他 3,487

純行政コスト 28,086,578



【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 54,218,732 112,597,507 -58,378,775 -

  純行政コスト（△） -28,086,578 -28,086,578 -

  財源 28,920,323 28,920,323 -

    税収等 17,533,537 17,533,537 -

    国県等補助金 11,386,786 11,386,786 -

  本年度差額 833,745 833,745 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,876,788 1,876,788

    有形固定資産等の増加 2,392,436 -2,392,436

    有形固定資産等の減少 -3,945,969 3,945,969

    貸付金・基金等の増加 1,306,786 -1,306,786

    貸付金・基金等の減少 -1,630,041 1,630,041

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,058 1,058

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 834,804 -1,875,730 2,710,533 -

本年度末純資産残高 55,053,536 110,721,777 -55,668,242 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 32,230,350

    業務費用支出 11,881,676

      人件費支出 6,009,223

      物件費等支出 4,759,749

      支払利息支出 599,157

      その他の支出 513,546

    移転費用支出 20,348,674

      補助金等支出 6,479,061

      社会保障給付支出 13,745,828

      その他の支出 112,881

  業務収入 35,257,506

    税収等収入 17,112,352

    国県等補助金収入 10,864,660

    使用料及び手数料収入 3,537,250

    その他の収入 3,743,245

  臨時支出 91,115

    災害復旧事業費支出 90,908

    その他の支出 207

  臨時収入 52,490

業務活動収支 2,988,531

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,918,417

    公共施設等整備費支出 1,935,575

    基金積立金支出 677,039

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 5,802

    その他の支出 300,000

  投資活動収入 1,885,548

    国県等補助金収入 601,428

    基金取崩収入 968,233

    貸付金元金回収収入 5,446

    資産売却収入 10,042

    その他の収入 300,400

投資活動収支 -1,032,868

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,257,465

    地方債等償還支出 4,257,465

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,473,188

    地方債等発行収入 2,071,007

    その他の収入 402,181

前年度末歳計外現金残高 95,233

本年度歳計外現金増減額 -21,214

本年度末歳計外現金残高 74,019

本年度末現金預金残高 5,191,310

財務活動収支 -1,784,277

本年度資金収支額 171,386

前年度末資金残高 4,945,905

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,117,291



重要な会計方針

１．有形固定資産等の評価基準及び評価方法										

　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則として再調達価額としています。

　　ただし、開始後については、原則として取得価額とし再調達は行わないこととしています。

　　また、物品については原則として取得価額または見積価格が50万円（美術品・骨董品は300万円）以上の場合に計上しています。			

２．有価証券等の評価基準及び評価方法										

　　①	出資金のうち、市場価格があるもの

　　　　会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。

　　②	出資金のうち、市場価格がないもの

　　　　出資金額をもって貸借対照表価額としています。								

　　　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしてい

　　　　ます。

　　　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。									

３．有形固定資産等の減価償却の方法										

　　定額法により算定しています。

									

										

４．引当金の計上基準及び算定方法										

　　①	徴収不能引当金									

　　　　長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能に備えるため、徴収不能引当金を計上しています。						

　　②	賞与等引当金									

　　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当等について、それぞれ会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

　　③	退職手当引当金									

　　　　期末自己都合要支給額を計上しています。						

　　 									

５．リース取引の処理方法

　　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には

　　　　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。）。									

６．資金収支計算書における資金の範囲										

　　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。					

　　　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。									

７．その他財務書類作成のための基本となる重要な事項										

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式としています。ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 	

８．その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　連結対象団体（会計）間の繰入繰出額及び債権債務額等を相殺消去した金額で表示しています。

重要な会計方針の変更

　　　　該当する変更はありません。

重要な後発事象

　　　　該当する事象はありません。

偶発債務

　　　　該当する債務はありません。

追加情報

（１）連結対象団体（会計）

　団体(会計)名　　　　　　　　　　　　　　　区分                        連結の方法      比例連結割合

　水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　地方公営企業会計            全部連結        －

　下水道事業会計                            地方公営企業会計            全部連結        －

　国民健康保険特別会計　　　　　　　　　　　地方公営事業会計            全部連結        －

　介護保険特別会計                          地方公営事業会計            全部連結        －

　介護保険特別会計（介護サービス）　　　　　地方公営事業会計            全部連結        －

　後期高齢者医療特別会計                    地方公営事業会計            全部連結        －

 ①地方公営企業（事業）会計は、すべて全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間

　 地方自治法235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

  もって会計年度末の計数としています。

　 なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、

  現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

（３）表示単位未満の取扱い

　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

注　記
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